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移動販売車はいーどー！！！！！！！！！ 
‐ 「 待ち 」 から 「 発信」 への転換によ る 町づく り ‐  

 

京産大経済菅原ゼミ A 班 

○大頭涼菜（ Ogashi r a Suzuna）・ 井上詩織（ I noue Shi or i ）・ 川野佳也（ Kawano 

Yoshi ya）・ 木下真菜（ Ki noshi t a Mana）・ 小西梨央（ Koni shi  Ri o）・ 小林琉唯

（ Kobayashi  Rui ）・ 﨑田俊輔（ Saki t a Shunsuke）・ 中島悠人（ Nakaj i ma Yut o）・ 中西

芽生（ Nakani shi  Mei ）  

（ 京都産業大学経済学部経済学科）  

キーワード ： 宮津市府中地域、 移動販売車、 地場産業 

 

1.  問題意識 

私たちは、「 観光まちづく り デザイ ン」 の取組み

について地元の地域会議と 連携し ている宮津市府

中地域でのフ ィ ールド ワーク 活動を通じ て、 宮津

市へ来訪する観光客のう ち、 府中地域に占める割

合が少ないと いう 問題に着目し た。  

こ の問題に関連し て、「 海の京都」 が行っ た来訪

者満足度調査から は、 観光客が訪れた場所やイ ベ

ント・ 体験さ れたこ と の回答を 仕分けし たと こ ろ 、

天橋立駅周辺は 62. 4％に対し て、府中地域周辺は、

37. 6％と いう 実態と なっ ているこ と を 確認でき た。                  

更に、地域ブラ ンド 調査の認知度順位によると 、

宮城県松島町（ 陸前松島） は 403 位、 広島県廿日

市市（ 安芸宮島） は 492 位であるのに対し て、 京

都府宮津市（ 天橋立） は 646 位であっ て、 同じ 日

本三景の地域であるにも 関わら ず知名度に大き な

差があっ た。 他方、 菅原ゼミ が実施し た観光客満

足度調査から 訪れた人の中で街並みの景観や雰囲

気が感じ ら れたと 思う 人は今後一年以内にこ の地

域へ来訪し たいと 感じ る傾向にあっ た。  
表 1： 総合－個別満足度 相関係数（ 抜粋） ( 2021 年)  

 
※菅原ゼミ のアンケート 結果より 著者作成 

こ れら の調査の結果から 、 宮津市府中地域には

魅力があるのにも 関わら ず、 知名度の低さ から 観

光客の来訪に繋がっ ていない事が分かっ た。 府中

地域には、 大き なネームバリ ュ ーを付ける必要が

ある。 そこ で、 こ の問題の解決のために移動販売

車を 用いて、 府中地域への観光客増加を目的と し

た導線作り を提案し たい。  

2.  先行研究・ 参考事例 

私たちの提案をより 具体的にするために、 私た

ちは鹿児島県大阪事務所が行っ ている梅田の地下

街での鹿児島観光物産展と いう 取組みを参考事例

と し て挙げる。 こ の物産展では、 平日開催ながら

多く のお客様の来場を成功さ せた。 集客効果があ

っ た要因と し て、 まず新聞やラ ジオで広告を行っ

たこ と だ。 実際に、 当日こ れら で知っ たと いう 声

が多数あっ た。 こ のよう に事前に広告を行う こ と

が効果的である。 更に、 限定商品を使っ た販売戦

法も 成功し た要因である。「 物産展限定」「 県外で

買えるのは今だけ」 と いっ た購買意欲が高まるよ

う なマーケティ ングを行う こ と も 成功のコ ツであ

る。  

し かし こ れだけでは、 宮津市府中地域への集客

には繋がら ない。 そこ で、 平（ 2010） を参考にす

る。 こ の研究では、 観光行動を促す方法と し て、

来場者の五感を刺激するこ と が重要視さ れている。

紙媒体や電子媒体のメ ディ アでは、 基本的に情報

を受け取るのみで発信はでき ない。 一方で物産展

やアンテナショ ッ プでは、 現地の人と の会話が生

まれ、 情報の受信だけでなく 発信が可能になる。

こ のよう に物産展やアンテナショ ッ プは、 地域を

プロモーショ ンでき る媒体であり 、 視覚・ 聴覚・

触覚を刺激するこ と ができ る。 更に、 現地の人と

の直接的なコ ミ ュ ニケーショ ンは、 イ メ ージに強

く 残る。 旅行の初期段階である目的地の選択に影

響を 与え、 開催地域への観光行動促進が期待でき

る。  

私たちはこ のよう な先行研究・ 参考事例をも と

に、移動販売車を動く 物産展と 見立て、提案する。  

3.  分析 

菅原ゼミ は府中地域の飲食店と 旅館のご協力の

も と 、 7 月初旬から 9 月初旬にかけて、 来店客に

対する満足度調査を実施し た（ 有効回答数 74 件） 

アンケート の回答を分析し たと こ ろ 、「 こ の地域
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なら ではの食事を味わえた」は、どの世代も「 4（ そ

う 思う ）」 の割合が一番大き いこ と から 、食事に対

する満足度は高めであると 分かっ た。 し かし 天橋

立に代表さ れる自然景観の満足度と 比べると 低く 、

さ ら に食に力を 入れるこ と によっ て観光全体に対

する満足度も 上がるのではないかと 考える。  
表 2： 個別満足度（ 抜粋） ( 2021 年)  

 
※菅原ゼミ のアンケート 結果より 著者作成 

また私たちの提案の原案を基にし て、 地域会議

のメ ンバーをはじ め府中の飲食店経営者の方々な

どにイ ンタ ビュ ーし たと こ ろ 、私たちの原案には、

宮津の食材を活かし き れていないと いう 課題があ

るこ と がわかっ た。 そし て、 宮津の野菜や魚介類

を 使っ た商品を 考案するのはどう かと いう アイ デ

アをいただいた。 こ のアイ デアも 先ほど述べた食

事に対する満足度の向上に繋がると 考える。  

更に、 初来訪の観光客の情報源に関するアンケ

ート 結果から 、 家族や友人知人から の紹介、 SNS、

観光系のサイ ト ・ ブログを見て訪問し た観光客の

割合が高いこ と が分かっ た。 こ の結果から 、 画像

や人から 聴いた事、 SNS で自然に流れてき た情報

の方が、 人々が宮津市に行き たいと 思えるき っ か

けづく り になると 考える。  
表 3： 初来訪者の情報源（ 抜粋） ( 2021 年)  

 
※菅原ゼミ のアンケート 結果より 著者作成 

4.  提案                      

こ れら の分析結果やイ ンタ ビュ ー調査から 、 私

たちは、 宮津市府中地域の府中地域の宮津市へ来

訪する観光客のう ちで府中地域に占める割合が少

ないと いう 問題を解決するために、 移動販売車を

用いて、 府中地域への観光客増加を目的と し た導

線作り を提案する。 提案内容は、 毎週金曜日の夜

に、 オフ ィ ス街を中心に府中地域の食材を使用し

た商品を移動販売車で販売すると いう も のである。

オフ ィ ス街を中心と する理由は、 仕事後で疲労を

感じ る時に自然を感じ る食品や写真を 見るこ と で、

癒し を求めて府中地域を訪れたいと いう 気持ちを

抱かせるこ と ができ ると 考えたから である。また、

購入意欲を促進さ せるために、 週に 1 度「 華金」

と 呼ばれている金曜日に出店するこ と で特別感を

演出し たい。  

商品と し ては、 府中地域に面し ている阿蘇海で

は獲れる希少な金樽鰯を使用し たオイ ル漬け、 府

中地域のワイ ナリ ーが製造し ているブド ウジュ ー

スなどを販売し たい。また、府中地域で 1980 年ご

ろ まで生産が盛んだっ た府中フ キを使用し た商品

を開発し たいと 考えた。 府中フ キは甘露煮にし て

乾燥さ せると ド ラ イ フ ルーツのアンゼリ カ に似た

も のになる。 それを使用し たパウンド ケーキやク

ッ キーの販売を行っ ていき たい。  

移動販売車に足を 止めても ら う ためには販売す

るメ ニュ ーも 大事であるが、 人の気を引く 策を 講

ずるこ と も 重要である。 外装をオフ ィ ス街に馴染

むよう な清潔感があり ながら 、 目を引く よう なデ

ザイ ンにするこ と で足を止めるき っ かけになると

考える。 アンケート の分析結果から 主に SNS を情

報源と し て利用し ている こ と が分かっ たため、

Twi t t er や I nst agr amなどの SNS でアカ ウント を

作り 、 SNS で移動販売車の営業時間と 位置情報の

みを 発信し たい。 販売内容を記載し ないこ と で、

実際に足を 運ばないと 販売内容が分から ないワク

ワク 感を演出するこ と ができ るだろ う 。  

ただ単に府中地域の食材を使っ たメ ニュ ーを 販

売し ても 、 実際に府中地域を訪れたいと 感じ る人

は少ないのではないだろ う か。 府中地域に足を 運

んでも ら う ためには工夫が必要になる。 そこ で、

購入者に府中地域の風景が載っ ているポスト カ ー

ド を 渡すこ と や、 販売車に府中地域の映像を流す

モニタ ーを 設置し たい。 それにより 、 府中地域の

イ メ ージがし やすく なり 、 実際にその場所を来訪

し たいと 感じ るき っ かけになるだろ う 。  

私たちの提案の課題である運営コ スト について

は、引き 続き 地元の方々のご意見を聞く などし て、

コ スト を削減する方法を模索し ていき たい。  
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コロナ禍における地方活性化戦略 
‐奈良市を事例にした「地味な街」の魅了度向上に向けて‐ 

 

龍谷大学経済学部神谷祐介ゼミ 嶺上開花 

○阪井 唯普（Sakai Tadayuki）・永川 遥也（Egawa Haruya）・井上 爽（Inoue Sou）・ 

砂後 琴梨（Isago Kotori）・鈴木 香維（Suzuki Kai）・村田 真彩（Murata Maaya）・ 

喜多 生美（Kita Ikumi）・田中 航希（Tanaka Koki）・本田 皓也（Honda Hiroya）・ 

菊池 龍之介（Kikuchi Ryunosuke）・関 勝哉（Seki Katsuya） 

（龍谷大学経済学部国際経済学科） 
キーワード：地方活性化、奈良市、コロナ禍 

 

1. はじめに 
近年、少子高齢化に伴う地方都市の労働力人口

の減少や人口移動による東京一極集中の結果、更

なる地方の過疎化が予測される。このような地方

の問題に加え、2020 年以降、新型コロナウイルス

の拡大に伴う緊急事態宣言の発令により、都道府

県をまたぐ移動が大きく制限された。 

こうしたコロナ禍での外出自粛や外国人観光客

の減少による地方の観光業や飲食業の経営危機、

及び人と直接会う機会の減少による社会的孤立の

深刻化といった地方の課題を改善する必要がある。 

そこで、本研究では奈良県奈良市でフィールド

ワークを行い、その分析結果を用いて、コロナ禍

における地方活性化の政策提言を行う。 

 

2. 現状分析 
2.1 奈良市を事例とした理由 

我々が奈良県奈良市を事例とした理由として、

まず、奈良市は日本を代表する歴史や観光資源、

そして自然を有する魅力的な都市であるにも関わ

らず、関西の 3大都市（大阪、京都、神戸）の影

に隠れて、外部者にはその魅力が十分に伝わって

おらず、「地味な街」であるイメージを持たれてし

まっていることが挙げられる（PRESIDENT 2019 年

9 月 13 日号）。我々は、こうした大都市の影に隠

れた「地味な街」が、奈良市の他にも日本全国に

多く点在していると思い、奈良市を事例として研

究することは、「地味な街」の活性化につながると

考えた。加えて、コロナ禍で、関西では京都府・

大阪府・兵庫県にて多くの期間、緊急事態宣言が

発令されていたが、奈良県では対象外であったた

め、現地でのフィールド調査が可能であったこと

も挙げられる。 

 

2.2 奈良市の現状 

2020 年奈良市観光入込客数調査報告によると、

2020 年に奈良市に訪れた観光客数は、724.2 万人

（対前年比 58.4%減）であった。また同年におけ

る宿泊客数は、78.4 万人（対前年比 58.5％減）で

あり、コロナによって観光業を中心とした地域経

済に影響を及ぼしたことが考えられる。 

 

3. 研究手法 
3.1 フィールド調査と SWOT 分析 

2021 年 6〜7 月、奈良市の店舗や寺院にてフィ

ールド調査を行なった。調査先は、地元住民をメ

インターゲットにしている店舗（美容院 Triple 

double、古着屋 SEED）と、観光客をメインターゲ

ットにしている店舗・寺院（餅屋中谷堂、世界遺

産・元興寺）である。調査結果を元に、奈良市の

持つ「強み」「弱み」「機会」「脅威」を整理し、SWOT

分析を行った。分析結果は以下の通りである。  

図 1 奈良市の SWOT 分析（筆者作成） 

 

3.2 都市の魅力度・イメージ調査 

2021 年 10 月、関西の６つの県庁所在地（大阪、

京都、神戸、奈良、大津、和歌山）の魅了度と都

市イメージに関する独自のネット・アンケートを

実施した。結果、大学生 62 名から回答を得た。 

魅力度調査では、各都市について、「観光」「エ

ンターテインメント」「働く場所」「住む場所」「コ

ロナ関連（感染のしにくさ、ワクチン接種、行政

の対応）」「環境との調和」の 6項目を指標とした。

その後、「とても魅力的」を 100 点、「やや魅力的」

を 75 点、「普通」を 50 点、「やや魅力的でない」

を 25 点、「魅力的でない」を 0点として、平均値

を各都市・各項目のスコアとして、図 2のレーザ

ーチャートを作成した。イメージ調査では、回答

者が各都市についてのイメージを３つキーワード

で挙げてもらった。 
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図 2 関西 6 都市の魅力度レーザーチャート（筆者作成） 

 

4. 分析結果と考察 
フィールド調査と SWOT 分析の結果より、奈良市

の課題として、3 大都市と比較して観光地として

の魅力が少ない点が確認できた。 

続いて、アンケートで行なった関西 6都市の魅

力度調査より、奈良市は、3 大都市と比較して、

「エンターテイメント」（36 ポイント）と「働く

場所」（44 ポイント）の面で大きく魅力度が劣っ

ていることが確認できた。逆に、「環境との調和」

（77 ポイント）と「コロナ関連」（66 ポイント）

に関しては、3 大都市と比較して魅力度が高く、

人々はポジティブな印象を持っていることが明ら

かとなった。「住む場所」（55 ポイント）について

は、京都市と神戸市よりも低いものの、それ以外

の年寄りも魅力度が高く、6 都市中第 3 位であっ

た。「観光地」（68 ポイント）の魅了度は、3 大都

市と比べて低かったが、大津市（40 ポイント）と

和歌山市（54 ポイント）よりも優に高かった。 

最後に、都市のイメージ調査からは、奈良に対

する人々の認識は「鹿」「大仏」といったイメージ

が非常に強く、それ以外の奈良の魅力が外部者に

は全く浸透していないことが確認された。 

分析結果を踏まえた考察として、奈良市に対し

て人々が持つ高い魅力度（「環境との調査」「コロ

ナ関連」）を生かしつつ、低い魅力度（「エンター

テイメント」「働く場所」）への対策を考える必要

がある。 

 

5. 政策提言 

調査結果を活用した、奈良市のような「地味な

街」の具体的な地方活性化戦略として、「エンター

テイメント」の部分は、奈良市からアクセスの良

い 3 大都市に任せる一方、奈良市の持つ観光資源

や自然環境の豊かさ、そしてコロナ関連の状況の

良さについて、潜在的な顧客に対してアピールす

ることで、観光客や移住者を増やすことが可能と

なる。特に、移住者を増やすためには、人々が奈

良市に抱く「住む場所」に加えて、「働く場所」と

しての魅力度も高める政策が必要不可欠であろう。 

実際に、この「住む場所」と「働く場所」を軸

に、本社機能の地方移転を実行した企業がある。

2020 年 9月、パソナグループは本社機能を東京

から兵庫県淡路島に移すことを決定した。理由と

して、通勤混雑の回避やコロナ感染のリスクを分

散することが挙げられる。また、自然豊かな淡路

島で仕事の効率アップや社員同士の交流といった

メリットも考えられる。コロナ禍でテレワークや

WEB 会議といったオンラインツールが普及したこ

とで、地方への移住が容易になった。 

この事例を参考に、奈良市を外部の企業に対し

て「働く場所」の誘致場所としてアピールするこ

とで、企業と居住者を呼び込むことができる。 

また、奈良市に居住する人の増加により、観光

客をターゲットにしている店舗と地元をターゲッ

トにしている店舗の双方で利用してもらうこと

で、コロナ禍で疲弊した地域経済の回復に繋がる

ことが期待できる。 
最後に、コロナ禍という状況を逆手に取り、テ

レワークで業務が可能な企業や社員を都市部から

「地味な街」へ呼び込むことで、コロナ禍におけ

る地方活性化につながると考える。 
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北近畿の起業による地域活性化 
‐北近畿から始める雇用創出‐ 

 

福知山公立大学 地域経営・医療福祉経営・大谷ゼミ  

○大西 翔太朗（Onishi Shotaro）・浅井 瑞生（Asai Mizuki） 

鶴巻 拓(Tsurumaki Taku）・難波 晃司(Namba Koji) 

榊原 真理乃(Sakakibara Marino) 

（福知山公立大学地域経営学部地域経営学科・医療福祉経営学科） 

キーワード：起業、雇用創出、スタートアップ 

 

1. はじめに 

昨今人口減少の一端を担っている地方での若者

の流出が問題視されている。2014 年に発表された

増田寛也編著の『地方消滅』では、人口減少に重

点を置くなかで若い世代の地方から大都市への社

会移動が問題とされている。本研究の目的は、北

近畿の若者の人口の減少を起業による雇用の創出

で抑制するための対策を明らかにすることである。 

中国の清華大学を例にとると、起業家アイデア

ピッチの場として校長杯・校友三創（創業、創意、

創新）などのビジネスコンテストを行い、優勝チ

ームに起業のスタート資金を提供している。非参

加者の学生も含めて、起業に対する認知・興味関

心を高め、初期スタートアップ段階では、エンジ

ェル投資家・企業経営者による指導や支援を個別

で行っている。スタートアップの製品・サービス

が確立された後は、最も重要な課題が顧客開拓に

なる。資金・技術・人材・協業パートナーなどの

資源を清華大学関係者に限定せず、全てのスター

トアップに提供している。 

本研究では、本大学学生に対して行った起業に

関する意識調査から、北近畿や起業の課題と若者

と起業の間にあるギャップを明らかにする。また、

実際に北近畿で起業した方にインタビュー調査を

行い、起業のきっかけ、従来の起業に関する諸政

策では不十分な部分や必要とした政策、北近畿の

魅力を伺った。調査を通して明らかになった若者

の人口減少への対策と、起業しやすい環境を整え、

起業する若者を支援する政策を提案する。 

 

2. 大学生へのアンケート調査 

 北近畿での雇用の創出を考えるにあたって、本

学の学生が起業に対してどのような意識を持って

いるかを調べるために、匿名でのアンケート調査

を行った。調査項目は「就職をするときどこで働

きたいか」、「北近畿での就職を考えているか」で

ある。「就職する際、どこで働きたいですか？」と

いう質問では、大企業・中小企業が全体の半分、

公務員・公的機関を志望している回答者も 40％近

くを占めており、起業を考えている回答者は数人

という結果となった。「北近畿で就職を考えたこと

がある」と答えた回答者は全体の 20％程度で、「北

近畿に愛着がわいた」「自然に囲まれており、良い

環境である」という理由だった。反対に「北近畿

での就職を考えていない」と回答した人の理由は、

「地元に帰って就職したい」という意見が大半を

占めたが、「交通の便が悪い」や「北近畿のことを

よく知らない」といった北近畿で働くことの難し

さについての意見も寄せられた。別の土地で起業

を目指す回答者は、「情報が入ってこない。東京や

都会の情報は有益で、人脈も作りやすく、フリー

ランスを考える私からすると北近畿では適さない

と考える」という意見が挙げられ、北近畿で起業

を目指す際に都会とはアドバンテージの差がある

ことも指摘された。一方で、「北近畿で働きたくな

い原因がなくなった場合、働きたいか」という質

問では、思うと答えた割合が 40％近くまで大きく

なり、「北近畿を魅力的な地域だと感じますか」と

いう質問では魅力を感じていないと答えた人が

20％であった。このようなアンケート結果から多

くの人が北近畿を魅力的だと感じ、条件次第では

働く場所になり得ることが明らかになった。 

 

 
図 1 北近畿を魅力的な地域だと感じますか 

 

3. 起業家へのヒヤリング調査 

起業の実態を把握するため、実際に与謝野町で

大学在学中に株式会社ローカルフラッグを起業さ

れた濱田祐太氏に 2021 年 9 月 2 日ヒヤリング調

査を行った。主な事業は、地域プロデュース事業

とクラフトビール事業である。地域プロデュース
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事業では、行政や金融機関と連携して行う人材育

成を行うなど地域課題解決に向けた取り組みをし

ている。クラフトビール事業では、牡蠣殻と与謝

野町特産のホップを活用しホップの香りと麦の甘

味のバランスが良いビールを作っている。 

質問項目は、以下の通りである。 

①株式会社ローカルフラッグが行っている事業に

ついて教えてください。 

②起業しようと思ったきっかけは何ですか。 

③起業先として与謝野町を選んだのはなぜですか。 

④若者の起業・事業承継等を促進するためは、ど

のような制度・支援が必要だと考えますか。 

⑤起業されてから今日まで大きな困難はありまた

か。また、それをどのようにして乗り越えました

か。 

濱田氏によると、住民側から見た与謝野町の魅

力・経営者から見た与謝野町の魅力はビジネスと

いう目で見た時にチャンスが本当に多いと言う。

与謝野町では、まち・ひと・しごと創生本部が司

令塔となり、関係省庁との連携をより一層強化し、

地方創生のために第 2期「まち・ひと・しごと創

生総合戦略」を策定した。しかし、様々な与謝野

町の計画・プランがあるにもかかわらず、ほとん

どやられておらず、参入できる話題が非常に多く

転がっている。また、若者の起業・事業承継等を

促進するために経営者の個人補償を無くすことや

チャレンジングな計画・事業に行政やファンドが

お金を出していくことが重要である。目に見える

範囲にしかお金が回らないと、新しい事業や革新

的な事業は生まれにくくなる。そこで、起業のリ

スクを取れることを推奨する空気感をどう社会が

作るかが重要であり、失うものが何もない環境が

生まれることにより起業にチャレンジしようとい

う人が増えるという。 

 

4．政策提言 

実際に、日本でも起業を促す動きは、広がって

おり、安倍晋三首相が 2014 年 6 月に発表した政

府の成長戦略にも起業の促進が重点テーマとして

盛り込まれている。政府は、中小企業を現状の 2

倍に当たる 140 万社に増やすことを目標として掲

げている。例えば、国の研究開発法人 NEDO（新エ

ネルギー・産業技術総合開発機構）では、研究開

発型ベンチャー企業のスタートアップ支援を公募

し「年間 650 万円の生活費を 2年間支給する」な

ど、手厚い支援制度を実施している。また、国の

「中小企業庁」でも、若者に対して起業・創業支

援制度を積極的に実施している。女性や若者など

の地域での起業・創業や、後継者による家業を活

かした新分野への挑戦を資金面で支援する「地域

需要創造型等起業・創業促進事業（いわゆる「創

業補助金」）」が存在する。対象者から事業計画を

募集し、その実施に要する費用の 3 分の 2を助成

スタートアップ支援を公募し「年間 650 万円の生

活費を 2年間支給する」など、手厚い支援制度を

実施している。また、国の「中小企業庁」でも、

若者に対して起業・創業支援制度を積極的に実施

している。女性や若者などの地域での起業・創業

や、後継者による家業を活かした新分野への挑戦

を資金面で支援する「地域需要創造型等起業・創

業促進事業（いわゆる「創業補助金」）」が存在す

る。対象者から事業計画を募集し、その実施に要

する費用の 3分の 2を助成（上限有）するもので、

これまでに約 2,500 件が採択されているただ、こ

のような制度は、起業意識の低い若者への認知度

は少ないと考えられる。そこで、中国の事例を参

考に、日本でも大学や企業が連携してビジネスコ

ンテストを行うことを提案する。それによって、

若者の起業への興味関心を高めることができると

考えられる。 

現在日本に足りない制度は何かと考えると、リ

スクヘッジのための制度を作ることではないだろ

うか。若者への金銭的な支援はあるものの、企業

に失敗した場合の補償などの制度は見受けられず、

失敗を恐れて二の足を踏む若者も少なくはないと

考えられる。そこで、国として企業に起業に失敗

した若者を積極的に雇用することを推進する事を

提案する。それによって、若者の起業を後押しす

ることが可能になる。また、起業に失敗した若者

の救済措置にもなり、企業側も起業する行動力の

ある人材を雇うことが出来ると考える。 

都心部では、同じようなビジネスモデルを持っ

たライバルが多く、利益を上げることは困難であ

ることが予想されるが、3.2 のヒヤリング調査で

も述べられているように、地方であればライバル

が少ないうえに、上述した通り、地域需要創造型

等起業・創業促進事業など地域で起業することに

より受けられる助成金や補助金が存在する。 

以上のことから、地方で起業するメリットは多く、

上述した 2つの提案を実現することができれば、

北近畿で起業する若者は増やすことができるので

はないかと考えられる。 
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ニュータウンの団地力とコミュニティ形成 
‐2040 年の日本を見据えた政策を‐ 

 

深尾ゼミナール 11 期生 

○松山 真子（Matsuyama Mako）・池上 梨乃（Ikegami Rino)・大岡 桜子（Ooka 

Sakurako）・ 川西 航平（Kawanishi Kohei）・木原 みなみ（Kihara Minami）・ 

志水 香介（Shimizu Kosuke）・城之木 敦（Shironoki Atsushi）・谷 益伸（Tani 

Yoshinobu）・坪内 真梨乃（Tsubouchi Marino）・中前 愛実花（Nakamae Amika）・西河  

遥也（Nishikawa Haruya）・新田 圭祐（Nitta Keisuke）・原 千紘（Hara Chihiro）・

藤田 悠斗（Fujita Yuto）・室屋 和加奈（Muroya Wakana）・安井 慶子（Yasui 

Kyoko） 

（龍谷大学政策学部政策学科） 
キーワード：団地、ニュータウン、高齢化社会 

 
1．はじめに 

第二次世界大戦後、深刻な住宅不足に伴い大規

模な住宅開発が行われ、数十万人単位で受け入れ

られる「ニュータウン」が誕生した。私たちが研

究対象とする泉北ニュータウンは 49.9％が団地

で構成されている。しかし、これらの団地は建設

から 50 年以上が経過し団地自体の老朽化が進ん

でいる。また、建設当初に入居した世代も同様に

高齢化が進んでいるため、オールドニュータウン

として捉えられている。 

本研究では泉北ニュータウンを研究対象とし、

高齢者人口が最大となる 2040 年に対応するため、

ニュータウンにおける団地力に着目し、それらの

可能性を見出し、急速に変化する時代の課題に対

して団地の構造を活かした政策提案を行う。 

 

2．泉北ニュータウンの概要 

2.1 ニュータウンの設計思想 

泉北ニュータウンは「近隣住区論」を基に形成

された。この「近隣住区論」は、「自動車から守ら

れた完結したコミュニティ形成を目指して、小学

校を中心に幹線道路を境界とするコミュニティ単

位を提唱しており、住区内の地域サービス機能に

ついては、小学校を地域の中心に据えるほか、店

舗地区は隣の近隣住区の店舗地区と隣接させるこ

とで、商業的な圏域人口を確保するとともに、内

部の住宅地の快適性を確保している」（藤田 

2016,p82）という思想である。 

2.2 堺市の政策 

泉北ニュータウンの再生指針および SENBOKU 

New Design では、「若年層の誘引」に重きを置い

ている。 

堺市役所の泉北ニューデザイン推進室長にヒア

リングを行うと、最大の課題は「居住者の高齢化」

と述べていた。これらを堺市が最大の課題だと考

えている要因には、人口減少や自治会の担い手が

不足することが挙げられる。堺市が考える課題に

対して、若者誘引を行うのは、地方消滅を訴えた

増田レポートや東京一極集中是正を謳った地方創

生が大きく影響を与えている。しかし、泉北ニュ

ータウンの空き家率は 10%であり、全国的にも少

子高齢化が進んでいく限り、他地域から若者を誘

引し、若者を増やすことは泉北ニュータウンにお

いては難しいと考える。 

 

3．調査内容と分析 

3.1 調査方法 

前述で堺市は若者誘引政策で自治会などの担い

手不足を解消しようとしていることを示したが、

私たちは高齢者も自治会を担う力を持っているの

ではないかと仮説を立てた。これを立証するため

に、泉北ニュータウン泉ヶ丘地区の公的賃貸住宅

を対象にアンケート調査を行った。調査方法は、

アンケート用紙に記入もしくは Google フォーム

を用いたオンラインでの回答で行なった。回答数

517 のうち有効票 513、無効票 4であり回収率 36%

であった。また、アンケートのデータ分析には

SPSSversion27 を用いた。 

3.2 調査の実態（資源の可能性） 

① 団地からの視点 

日本全国に居住する満 20～89 歳の男女を対象

に行った石田（2007）の先行研究によると、年齢

が上がるにつれて、孤立しやすい傾向にあること

が示されている。一方で今回の調査から、「孤立の

有無」を従属変数とし、説明変数に「年齢」「配偶

者の有無」「子供の有無」「二世帯以上」「居住年数

30 年以上」の 5 つを用い、ロジスティック回帰分

析を行ったところ、年齢の効果があらわれた(表

1)。Exp（β）＜1であることから、ニュータウン

においては年齢が上がるにつれて孤立しにくい傾

向があるといえる。 
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表 1 孤立=1 とするロジスティックス回帰分析 

 
加えて団地の住民は年齢が上がるにつれ、住民

力を構成する要素のうち、どの変数に変化が起き

ているのかを知るため、「親密なネットワーク量」

「橋渡しネットワーク量」「支援期待度」「地域参

加度」「信頼」の 5つを従属変数、「年齢」を独立

変数に用い、それぞれ単回帰分析を行った(表 2）。

その結果、橋渡しネットワークの効果が見られた

(表 2)。さらに、β＞0であることから団地では年

齢が上がることによって、橋渡しネットワークが

増加することがわかる。 

これらのことから私たちは、団地においては年

齢を取るにつれて橋渡しネットワーク量が増え、

そのことにより孤立しにくい構造となっていると

考察した。 

 
表 2 50 歳以上=1 と単回帰分析 

② 高齢者からの視点 

3.1 で立てた仮説を立証するため、住民力1 と

いう指標を用い年齢と住民力に関する相関分析を

行なった。その結果、年齢と住民力には正の相関

があり、5％水準で有意（p<.05）であった(表 3)。

このことから若者よりも高齢者の方が比較的住民

力が高い傾向にあるといえる。 

 
表 3 相関分析 

 
4．課題 

泉北ニュータウンは、豊富な自然を有する緑道

と、地区センターを中心に放射線状に張り巡らさ

れた交通網などの特徴を持ち、設計思想としては

「歩いて暮らせるまち」としての構造を持ってい

る。しかし、現在のニュータウンでは、自動車の

                                               
1 住民力：より良い地域社会の形成に主体的に関わるこ

とができるような住民自身が有するソフトな資源のこと

である。 

保有率の増加、大型ショッピングセンターの建設

が行われるなど、まちが多様に変化し、近隣セン

ターの商業機能の低下や歩いて暮らせる町として

の機能が失われていることが課題として挙げられ

る。 

 

5．政策提案 

これらの調査結果・分析を踏まえ、私たちはこ

れからの高齢化社会に向けて、団地という構造的

な強みをさらに引き出す政策を提案する。 

1 つ目は活動を行うための環境作りの提案であ

る。団地の構造という資源がある一方、現状とし

てそれを活かせていないという実態もある。行政

が法律を整えることや機関投資家などによる資金

面での支援環境を作ることによって団地の構造的

な資源を有効活用し、団地としての価値を引き出

すことに繋がる。この政策を行えば、住民力の高

い高齢者は、自主的に地域に横たわる課題解決に

取り組むだろう。 

2 つ目はオープンスペースなどの既有地にサー

ビスを設ける提案である。上記でも述べたように、

泉北ニュータウンは近隣住区論を基に形成されて

おり、歩いて暮らせるまちという特徴がある。そ

のため、歩いている範囲に団地が数多く存在する

ことから交流を生みやすくなっている。 

 

6．終わりに 

本研究では団地を対象にアンケート調査を行い、

その分析から団地の構造としての可能性について

述べてきた。高齢化が進行していく日本において、

団地力を活かした政策を行うことは先進的・効果

的であり、急激に変化する時代の中で持続可能な

社会を形成する一助となるだろう。 

 
7.参考文献 

(1) 藤田（2016）『地域サービス機能から見た近年

の日本の都市計画論の歴史的位置づけ』公益社団法人

日本都市計画学会 都市計画報告集 No.15 p82  

https://www.cpij.or.jp/com/ac/reports/15_81.pdf 

(2) 世田谷区民の『住民力』に関する調査研究 

http://www.toshi.or.jp/app-def/wp/wp-

content/uploads/2013/09/reportg19_5_2.pdf 

(3) せたがや自治政策研究所研究・活動報告書『せ

たがや自治政策 

https://www.city.setagaya.lg.jp/mokuji/kusei/00

2/006/003/d00191966.html 

（最終閲覧日：2021 年 10 月 30 日） 
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障害者スポーツのデリバリーサービス 
‐移動式体験サービス「ボッチャカー」の導入‐ 

 

風間ゼミナール Boccia 班 

○花房 空也（HANAFUSA KUYA）・國府田 駿(KODA TAKASHI）・ 

中尾 莉子（NAKAO RIKO）・小野 真凜（ONO MARIN）・荻堂 夏那（OGIDO KANA） 

（同志社大学政策学部政策学科） 

キーワード：障害者スポーツ、ボッチャカー、パラリンピック 

 

【問題意識】 

東京 2020 パラリンピックが開催され、各種競技

のパラアスリートが活躍する姿が注目を集めた。

今大会を機に、パラスポーツに対する興味・関心

の高まりが期待されている。しかし、障害者スポ

ーツは健常者が行うスポーツに比べ活動が制限さ

れており、競技人口が依然として少ないのが現状

である。その要因として用具の購入や運営に費用

がかかる点、障害の程度によって競技の選択肢が

限定される点、施設の整っていない点等が挙げら

れる。 

そこで、私たちは「ボッチャ」というスポーツ

に注目した。ボッチャは簡単なルールで親しみや

すく、重度の障害者から健常者まで誰もが平等に

楽しむことのできるスポーツである。またボール

と小さなスペースがあればどこでもプレーが可能

である。以上の問題意識をもって、私たちは、ボ

ッチャを活用した障害者スポーツの研究を始めた。 

 

【現状分析】 

1. ボッチャについての調査 

ボッチャは重度脳性麻痺者もしくは同程度の四

肢重度機能障害者のために考案されたスポーツで

ある。障害者スポーツが盛んなヨーロッパ発祥で、

1988 年ソウルパラリンピックから正式種目とし

て採用された。 

ジャックボールと呼ばれる白球を投げた後、対

戦する両者が赤と青の 6球を投げ合い、白球をよ

りジャックに近づけたチーム、または個人が勝者

となるというルールである。手で投げることがで

きない選手は、キックあるいは競技アシスタント

のサポートを受けながら「ランプ」と呼ばれる投

球補助具を使ってボールを転がすことができる。 

また、ボッチャは頭脳戦が繰り広げられる奥が

深いスポーツである。競技はマイボールを使用し、

大きさや重さ等の規定を満たしてさえいれば材質

は自由で、選手はボールの外皮や中身を自分好み

にカスタマイズする。戦術として相手ボールをは

じいたり、密集したところにボールを積み上げた

りと、状況に応じたボールの使い分けが勝敗を左

右する。 

ボッチャは健常者と障害者で実力の差が出にく

いスポーツである。その競技特性からレクリエー

ションスポーツや生涯スポーツとしても用いられ

ている。 

 今回、実際に大学内の小さな教室でボッチャ体

験会を実施した。集まった参加者からは「思いの

ほか頭を使う競技で楽しかった。またやりたい。」

「パラリンピックで気になっていたが体験する機

会がなかった。」などの声が挙がった。また椅子を

使用しての投球を体験した参加者からは、「椅子

（車いす）に座った方が、体が固定されて投げや

すい。」という声もあった。体験会は大いに盛り上

がり、ボッチャが持つ誰でも、どこでも、手軽に

楽しめるという特徴が確認できた。 

 

2. ヒアリング調査 

私たちは地域における障害者スポーツの実態を

調査するために「京都府障害者支援課」（以下、京

都府と称する）、「大阪ボッチャ協会」にヒアリン

グを行った。 

京都府によると、1960 年代から障害者スポーツ

の重要性が説かれ、1986 年から全国に障害者スポ

ーツセンター、サン・アビリティーズが設置され

てきたが、いまだに障害者スポーツ施設の認知度

が低いという。また地域体育館や地域スポーツク

ラブの障害者スポーツ受け入れ割合は、経済的負

担や人的サポートの不足などが原因で 3割程度に

とどまっている。特別支援学校では生徒に障害者

スポーツの実施機会が提供されているが、社会人

になった障害者がスポーツを楽しむ機会が限られ

ているのが現状である。一連の調査から、障害者

のスポーツ機会が少ないことがわかった。 

京都府は障害者スポーツ普及のために、他の関

係組織と連携して障害者スポーツやボッチャに関

するイベントを各地で行っている。イベントや体

験会は、市民体育館やスポーツセンターなどの施

設で実施する場合が多い。しかし普及活動の方法

として、障害者スポーツの拠点に人を呼び込むと

いうスキームでは大きな効果が望めないことが明

らかになった。 

大阪ボッチャ協会は、大阪府においてボッチャ

の選手や審判の育成を行っている団体である。ま

た大阪府や市に依頼され、小学校等の教育施設で
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ボッチャの楽しさを伝えるべく協会員が体験会を

実施している。インタビュー調査により、ボッチ

ャの楽しさを伝えることはできているが、ボッチ

ャを入り口として障害者スポーツ全体の魅力や現

状を理解してもらうコンテンツが用意されてない

ことが課題であるとわかった。 

上記の現状分析から 2つの課題が明確になった。

1 つ目は、行政が障害者スポーツ普及の政策を行

っているが、拠点中心のイベントが多く、効果が

小さいことである。2 つ目は、現状のボッチャ体

験イベントには障害者スポーツの普及に繋がる要

素が組み込まれていないことである。これらの課

題に取り組むことで、背景にある「障害者のスポ

ーツ機会が少ない」という課題を改善できると考

えた。 

 

【政策提言】 

以上の現状分析を踏まえ、私たちは、障害者ス

ポーツの普及を目的とした「ボッチャカー」の導

入を提案する。 

この政策は拠点に人を呼び込むのではなく、人

が集まる場所に訪問して普及活動を行うものだ。 

 

1. 政策の概要 

 この政策の主な目的は、①ボッチャを通して障

害者スポーツの認知度・関心度を向上させること。

②障害者がスポーツに出会うきっかけをつくるこ

とである。①の目的を実現するため、ショッピン

グモール、教育機関、高齢者施設など、②の目的

を実現するために障害者施設、リハビリ施設など

を「ボッチャカー」が訪問する。 

 訪問するボッチャ隊は、障害者指導員、障害者、

有償ボランティアで構成する。障害者指導員は、

競技の説明に合わせその他の障害者スポーツの魅

力を伝える役割を担う。そのため中級以上の資格

保持者(府内 87 人、2020 年)が望ましい。障害者

は、現地の人たちと一緒に競技を行い、障害者と

健常者が同じ競技を楽しむ空間を形成する。有償

ボランティアは運営のサポートを行う。ボッチャ

隊は京都市が障害者スポーツ振興会と連携して募

集する。 

京都市により集められたボッチャ隊は区ごとに

配置されたチームに所属する。当日は、参加可能

なメンバーがボッチャカーに乗り込み、現地に向

かう。使用する車については、京都においてボッ

チャ支援事業を行っているトヨタカローラ京都に

依頼し、障害者が乗車することを考慮し福祉車両

を用意する。 

 

2. 具体的な実施内容 

 ボッチャカー事業は、訪問場所に合わせて、2つ

の基本的なプログラムを提供する。 

第 1のプログラムは、ショッピングモールや教

育機関で実施する健常者向けのものである。はじ

めにボッチャ競技の体験を行い、その後障害者教

育として車いすやその他障害者スポーツの器具に

触れたりなどの体験会を行う。 

第 2のプログラムは、障害者施設で実施する障

害者向けのものである。ここでもはじめにボッチ

ャ競技の体験を行う。その後、京都府における障

害者スポーツの現状や施設の紹介を行い、障害者

がスポーツを始めるきっかけ作りに取り組む。 

両プログラムに共通するボッチャ体験に関して

は訪れる場所に応じて工夫する必要がある。例え

ば、小学校では図工で手作りしたボールなどを用

いることで正規の器具を用意せずに気軽にボッチ

ャを体験する。また障害者施設では競技スポーツ

につながるように本格的な用具を用いた体験をす

る。場所に応じたプログラムは、市の職員、当日

のメンバー、現地の責任者が話し合い開発する。 

 

【展望】 

この政策は施設数の多い京都市をモデルとした

が、成果次第で府全域へと拡大させていくことが

可能である。丹後市の京都トレーニングセンター、

城陽市のサン・アビリティーズ城陽はともに各種

障害者スポーツができる環境が整っており、これ

らの施設の利用者数増加も目指したい。 

スポーツ庁の第 2期スポーツ基本計画では、令

和3年までに障害者のスポーツ実施率を40％程度

に伸ばすことを目標としていた。それにもかかわ

らず令和 2 年現在、障害者のスポーツ実施率は

24.9％にとどまっている。現状の課題を踏まえた

今回の政策により、京都府の障害者のスポーツ実

施率を 40％まで引き上げることを目指す。 

 京都府から障害者スポーツ特有の魅力を発信す

る。また障害者スポーツはあらゆる人が楽しめる

ように工夫が凝らされたスポーツであるという考

え方を社会に浸透させ、障害者と健常者の垣根の

ない共生社会を目指す。 

 
【参考文献】 
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③ 公益財団法人 日本パラスポーツ協会  
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d.html（最終閲覧日：2021 年 10 月 27 日） 
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AR(拡張現実)を用いた地域振興 
 

京都橘大学高山ゼミ AR 地域振興チーム 

岡本 日向（Okamoto Hyuga）・北浦 慶一（Kitaura Keiichi）・○谷口 鮎実（Taniguch 

Ayumi）・富田 和菜（Tomita Kazuna）・桝本 翔央（Masumoto Tubasa） 

（京都橘大学現代ビジネス学部経営学科） 

キーワード：AR、地域振興、観光 

 

1. はじめに 

各地で AR（Augmented Reality）・VR（Virtual 

Reality）技術を利用することで、その地の歴史を

知ってもらったり、観光を楽しんでもらったりと

いったことを目的としたツールを作成することで

地域活性化に役立てようという動きがある。 

遺跡を昔あった形に再現して映し出すことは、

遺跡について多くの人の関心を集める。このよう

に、実際に京都の施設に観光客が訪れ、そこで現

実で見えるもの以外に AR を使って何か新しいも

のを映し出せるのではないかと考えた。AR を活用

して現実で見えるもの以上の価値を見出だすこと

ができれば、地域の活性化に非常に大きく貢献で

きるであろう。 

そのため、この京都市でも AR・VR 技術を用いた

地域活性化事業を行えるのではないかと考える。

京都市には清水寺や伏見稲荷大社といった歴史あ

る観光名所や祇園祭などのイベントなど有名なも

のが多く存在するが、その他にも伝統行事や工芸

品も存在する。そういったものの振興、継承のた

めに AR・VR 技術を利用して盛り上げていくこと

ができるのではないか。 

 

2. 先行研究の整理 

AR を用いた地域活性化事業の現状を探るため

に先行研究の整理を行った。参照した先行研究の

概要は以下のとおりである。 

(1)拡張現実を用いた個人が主体となる観

光案内アプリケーションの提案（文献(1)） 

観光者がより観光を楽しめる手助けを行うため

に、個人の視点を取り入れた地図・AR 用いたアプ

リケーションを開発する。個人の投稿は、様々な

視点から行われており、投稿数の増加とともに満

足度の向上がみられた。このような観光者間の情

報の発信やコミュニケーションにより、観光情報

の不足や最新情報、観光者の感想のような観光の

役に立つ情報を得ることが容易ではない現状に対

して、個人の多様なニーズに対応した継続可能な

観光案内を実現できると考えられる。 

(2)綾瀬市埋蔵文化財の VR、AR コンテンツ

化による地域活性化（文献(3)） 

地域の人々がより深く文化財を学ぶことで、地

域を愛することができ、シビックプライドとして

として地域の魅力を発信できる。IT の活用により、

より多くの人々に関心と理解を深めることができ、

今後のさらなる方向性も明らかになった。IT の活

用により地域がより良い環境を築くことができる

ようになってきている。 

(3)AR を利用した地域活性化‐センチメン

タル価値再生へむけて（文献(2)） 

 地域の特性化のためにセンチメンタル価値の

再生を検討した結果、第 1 に商店街活性化よりも

地域活性化が課題となった。第 2には、福知山市

が持っているのは、歴史であり、地域活性化に着

目しているが、地域のものたちが自分たちの問題

は何か、自分たちの問題を自覚されることを促す

ことが必要である。第 3 には、AR を活用した地域

活性化を継続的に行うことであり、AR によって地

域を盛り上げることができるが、そのためのソフ

トの改善など地域を考え動くことも重要である。 

 

3. 仮説の提示 

私たちは、仮説として、AR 技術を利用すること

によって、京都を訪れる観光客を増やして観光地

の活性化に繋げられるのではないかということを

考えた。具体的に述べると、当初は先行事例とし

て、ポケモン GO のようなスマホアプリを用いて

地域に赴いてもらうといった地域振興のイメージ

を持っていた。しかし、現実の世界を拡張させる

ことができる AR ならではの地域振興の在り方が

他にもあるのではないかと考えた。 

そこで、先行研究を分析したところ、AR 技術を

地域振興に活用することは十分に可能であること

が分かった。しかし、文献だけでは情報が少なく、

更に掘り下げた分析を行うため、京都橘大学工学

部情報工学科の吉川寛樹助教授、京都橘大学経済

学部経済学科の平井健文専任講師にインタビュー

調査を実施した。 

 

4. 分析の方法 

先に挙げた吉川教授と平井教授にそれぞれ個別

に半構造化面接にてインタビューを行った。以下

の内容はボイスレコーダーの音声と聞き取りメモ

からキーワードを抽出しまとめたものである。 

工学系の専門家の吉川教授へのインタビューで

は、AR の定義、使用例、問題点についてお聞きし
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た。定義としては現実にあるものに情報を付加す

るものであるとされ、そこを訪れた人の体験を豊

かにし、得られるモノを増幅させることができる

技術だと話された。また、使用例としてはスマー

トフォンアプリケーションの例として、道案内や

3D オブジェクトの投影、文字の翻訳といったもの

を挙げていただいた。そして、技術者の観点から

の問題点として、システムに問題が発生した際は

現場での対応が必要となる上、現地で利用者から

のフィードバックを受けてアップデートしていく

必要があるため、そういったシステムの運用面に

ついて深く考える必要があるとされた。 

次に、観光学の専門家である平井先生に、AR の

事例、PR の手段、課題についてお聞きした。事例

として、過去の姿を再現することやご当地アプリ、

ポケモン GO などが挙げられた。PR の手段として

は観光者が使ってみたいという動機づけが必要と

なるので、観光者の心理にどのように訴えかける

かがポイントになると話された。さらに、課題と

して旅行者の多様化によって質の高い観光経験の

提供がもとめられるため、今ここでわたししか経

験出来ないような観光体験がしたいと思わせる仕

組みが必要だとされた。また、観光客が特定の場

所に集中してしまうといったオーバーツーリズム

を解消するために、その他の地域にどのように分

散させるかを考えていく必要があるとされた。 

 

5. 分析の結果と政策提言                    

インタビュー調査の結果、AR を用いて京都市の

観光をより良いものにするために 2つの方法が考

えられる。 

1 つ目は、オーバーツーリズムを解消するため

に活用することである。京都市が実施している『京

都市観光調査』の中で日本人観光客の訪問地の項

目をみると、令和元年では「清水・祇園周辺 53.9%」

「京都駅周辺 46.1%」「河原町三条・四条周辺 

30.3%」「嵯峨嵐山 23.2%」と一般的に有名な観光

地に集中している。このためオーバーツーリズム

がおこる。その結果、観光地や道が混雑して観光

客が不快な思いをし、騒音やごみ問題などの観光

公害が発生する。 

 これらを解消するためには、観光客を分散させ

る必要がある。そのために AR を用いることが効

果的であると考えられる。具体的には、京都市が

後援している「京都遺産めぐり」というアプリケ

ーションに AR 機能をつけ、一般的には知られて

いない観光地を巡るコース案内をつくる。観光地

に到着してアプリを起動すると、観光地の情報や

解説が AR で現れるようにすること等である。 

 2 つ目は質の高い観光経験を提供することであ

る。従来、案内板やパンフレットでしか得られな

かった情報を、AR によって具現化する。そのこと

によって情報をより具体的に吸収できたり、特別

感を得たりできると考えられる。具体的には、京

都観光が初めての人と、何度も京都を訪れたこと

のある人と、2 つのコンテンツを用意する。先に

挙げた京都遺産めぐりというアプリケーションに

初めての人用とリピーター用の 2つのコース案内

を作る。初めての人用には観光地の情報や解説、

実際には見ることのできない復元された建物や映

像を、AR で投影する。リピーター用のほうには、

京都検定の問題が出題されるようにしたり、学習

コンテンツへのリンクが出るようにする。 

 既存のアプリに追加機能を付けることになるた

め、開発にかかる費用は追加機能開発費とアプリ

ケーション提供会社に支払うライセンス料であり、

新たに観光用アプリケーションを開発するよりも

予算は安く済むと考えられる。 

 

6．残された課題 

 最後に、残された課題としてアプリケーション

の PR 方法が挙げられる。令和元年の『京都市観光

調査』の情報源の項目を見ると、出立前、到着後

どちらも旅行ガイドブックの割合が 3割前後で一

番多い。一方観光系アプリはどちらも 1割だった。

このように観光情報を収集するツールとして観光

系アプリの需要はまだまだ低い。アプリケーショ

ンをインストールして AR 機能を使ってもらうた

めには、インストールしたいという動機づけが必

要になる。そのために、観光地で使用できるクー

ポンをつける、アプリケーションならではの強み

を生かして最新情報を常にアップロードするなど

の対策が必要であると考えられる。そのためには

先行研究にもあるように旅行者が情報を投稿して

最新の情報が更新されるシステムを京都市観光協

会（DMO KYOTO）と連携して構築する必要がある。 
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「 海の京都」 の活性化 
‐ イ ン フ ルエン サーと SNS が与える 影響‐  

 

京都産業大学中井ゼミ  

○清永 健太（ Ki yonaga Kent a）・ 遠藤 陸（ Endo Ri ku）  

・ 大林 涼雅（ Obayashi  Ryoga）・ 秋山 颯汰（ Aki yama Sot a）  

・ 髙田 大暉（ Takada Dai ki ）・ 廣瀬 夕也（ Hi r ose Yuya）・ 山田 隼（ Yamada Shun）  

（ 京都産業大学 法学部 法律学科・ 法政策学科）  

キーワード ： 観光、 海の京都、 イ ン フ ルエ ン サー  

 

1.  現状・ 問題 

今回、 私たちは京都北部と 京都市の観光格差に

ついて取り 上げる。  

まず、 京都府の観光の現状と し て、 京都市への

観光の集中と いう こ と が挙げら れる。 京都府の統

計によると 、令和元年では 8790 万人の観光客のう

ち、 5351 万人は京都市の観光客であり 、 京都府の

観光客が京都市に偏っ ているこ と が分かる。  

また、 都道府県ラ ンキング・ 比較系ブログ「 く

にと リ サーチ」 の調査によると 「 京都府と いえば

思い浮かぶ有名なも のラ ンキング」でト ッ プ 10 に

選ばれているのは「 寺社・ 仏閣」 や「 舞妓」 など

京都市に該当するも のが大半を 占めているこ と も

分かる。  

一方で、 京都北部の( 中丹丹後地域 5 市 2 町) は

「 海の京都」 と し て観光業を活性化さ せよう と し

ているが、 上記の調査から も 「 海の京都」 と し て

の知名度は高く ないと 考えら れる。  

昨今、 京都市内のオーバーツーリ ズム問題も 話

題と なっ ているこ と から も 、 私たちは京都北部と

京都市の観光格差を問題だと 考えた。  
 

2.  現状分析から 構想へ 

京都北部は地域資源が豊富にあり 、 海鮮業では

間人ガニや丹後ちり めん、 観光スポッ ト では天橋

立などがある。  

し かし 、海の京都DMO( Dest i nat i on Management / 

Mar ket i ng Or gani zat i on: 観光地域づく り 法人) で

SNS を利用し た地域紹介がさ れてはいるも のの、

あまり 反応がなく 実際に効果があるのかがわから

ない。  

京都北部の魅力を伝え、「 海の京都」 と し ての観

光事業を盛り 上げるこ と ができ ないかと 考えた。  
 

3.  調査 

私たちは、海の京都 DMOが作成し ている YouTube

動画が伸び悩んでいるのが現状で確認でき る。 実

際に京都市観光協会の YouTube アカ ウント の総再

生回数は約 300 万回以上である が、 海の京都の

YouTube アカ ウント の総再生回数は約 4 万回にと

どまる。（ 2021/10/29 時点） つまり YouTube での

「 海の京都」 の認知度は低いと 言える。  
そこ で、 DMOでは YouTube を通じ た SNS を利用

し ているこ と から 、 SNS と 旅行の関係性を調査し

てみた。  
第 1 に、 JTB の「 コ ロナ禍の生活におけるイ ン

タ ーネッ ト や SNS から の“ 情報” に対する意識と

旅行」 に関する意識調査の「 図表 1 直近の旅行に

おける SNS 投稿経験 性年代別・ 旅行実施年別」 に

よると 、 直近の旅行における SNSへの投稿経験は

全体で 26％と いう 結果である。さ ら に、男女 20 代

に目を向けると 40％以上にも なり 、若者の SNS利

用が高いこ と がわかる。また、「 旅行のク チコ ミ サ

イ ト  フ ォ ート ラ ベル調べ」 の「 図表２  SNSを 見

て旅行・ 外出し たく なり ますか？」 によると 、 SNS

で旅行先を 決定する人は 62. 5％にも なる。  

 
図 1 直近の旅行における SNS投稿経験 性年代別・ 旅行

実施年別 

 

 
図 2 SNSを見て旅行・ 外出し たく なり ますか？ 

第 2 に、 JTB の「 コ ロナ禍の生活におけるイ ン

タ ーネッ ト や SNS から の“ 情報” に対する意識と

旅行」 に関する意識調査の「 図表３  フ ォ ロー・ 登
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録し ている SNS アカ ウント 」  によると 、66. 2％が

SNSでフ ォ ロー・ 登録し ており 、具体的には「 芸能

人・ タ レント ・ 有名人」（ 以下イ ンフ ルエンサーと

呼ぶ） の投稿内容を見て旅行先を選んでいる。  

 
図 3 フ ォ ロー・ 登録し ている SNSアカ ウント  

 

4.  結果から の考察 

第 1、 2 から 、 SNS と 旅行の関係性は高く 、 特に

男女 20 代の割合が高い事がわかる。さ ら に、旅行

先の決定にはイ ンフ ルエンサーの影響を受けやす

いこ と が調査で分かっ た。  
よっ て、イ ンフ ルエンサーを 通じ て「 海の京都」

を アピールするこ と で、 今まで京都府の観光を京

都市中心にし ていた若者にも 京都北部「 海の京都」

の魅力を認知し ても ら う こ と ができ る。 その環境

と コ ンテンツを 私たちが考えるこ と ができ れば、

主に若者世代を 中心と し た観光客を呼び込むこ と

につながると 考える。  
 

5.  政策提言 

以上のこ と から 、 私たちの政策提言はイ ンフ ル

エンサーを起用し て SNSで「 海の京都」 を若者に

発信すると いう こ と である。  

先行事例と し て、 イ ンフ ルエンサーを 起用し た

公益財団法人ながの観光コ ンベンショ ンビュ ーロ

ーの観光 PR 動画を挙げる。 同法人がアッ プロー

ド し ている通常の PR 動画の再生回数は３ 桁にと

どまる。 し かし 、 イ ンフ ルエンサーを 起用し た動

画は、 普段の再生回数を大き く 上回り 約２ ６ 万回

再生さ れている。 また、 好意的なコ メ ント も 多数

見受けら れた。（ 2021/10/29 時点） さ ら に、私たち

が 2021 年 10 月 20 日、 公益財団法人ながの観光

コ ンベンショ ンビュ ーローに電話訪問し たと こ ろ 、

動画で紹介さ れた店舗で配布するク ーポンは即日

配布が終了し 、 地元店舗から は普段より 若者の姿

が多く 見受けら れたと いう コ メ ント を得た。  

以上の結果から も 、 イ ンフ ルエンサーを起用し

て SNSで「 海の京都」 を若者に発信するこ と は効

果的だと 考えら れる。  

 

6.  まと め 

 私たちが調査し た結果、 多く の人々に京都府北

部の魅力が十分に伝わっ ていないため、 観光客が

少ないこ と が分かっ た。 こ の結果から 、 私たちは

イ ンフ ルエンサーを用いる。  

そし て、 SNSで「 海の京都」 を より 多く の人々

に認知し ても ら う こ と ができ れば、 京都府北部の

活性化につながるのではないかと 考える。  
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ht t ps: //www. yout ube. com/wat ch?v=c_ kBVcGLX8M 

 最終閲覧日 2021 年 10 月 29 日 

・ 旅行のク チコ ミ サイ ト  フ ォ ート ラ ベル（ 2013）： 旅行

における SNS 利用調査 

 ht t ps: //4t r avel . j p/magazi ne/r epor t /20130531  

 最終閲覧日 2021 年 10 月 29 日 

101

https://www.uminokyoto.jp/
https://www.pref.kyoto.jp/kanko/research/document
https://kunitori-jp.net/impression-kyoto/
https://press.jtbcorp.jp/jp/2021/04/sns.html
https://m.youtube.com/channel/UCMQu9uSBUEiZWXdCy
https://m.youtube.com/user/CityOfKyoto
https://www.youtube.com/watch?v=c_kBVcGLX8M
https://4travel.jp/magazine/report/20130531


 

商店街における住民主体の災害支援拠点の提案 
‐熊本県人吉市の日本版 POSKO を事例に‐ 

 

龍谷大学政策学部石原ゼミナール 5 期生 

○太田 彗梧（Ota Keigo）・蒲池 清之介（Kamachi Seinosuke）・香出 海人（Kode 

Kaito）・坂本 亮（Sakamoto Ryo）・澤田 尚吾（Sawada Shogo）・多鹿 貴大

（Tajika Takahiro）・谷澤 莉緒（Tanizawa Rio）・長濱 美優（Nagahama Miyu）・ 

南條 海成（Nanjo Kaisei）・二村 綾香（Futamura ayaka）・劉 思祈（Liu Siqi） 

（龍谷大学政策学部政策学科） 
キーワード：日本版 POSKO、災害ボランティア、商店街 

 

1. はじめに 

 自然災害が頻発化・激甚化している中、災害ボ

ランティアの人数は年々減少しており、COVID-19

の影響によりその人数がさらに減少したことでボ

ランティアや支援が届かない事態が生じた(立部・

宮本,2021)。今後、南海トラフ地震の発生が懸念

され、特に津波の影響で和歌山県など太平洋沿岸

部の被害が甚大になれば、震源地から離れた京都

市でも最大震度 6弱の被害が生じるにも関わらず、

外部からの支援が期待できないため、地域内で自

立的な支援が求められる。実際に、令和 2年 7月

豪雨で被災した熊本県人吉市（以下、人吉市）で

は、災害後、地域住民自ら災害支援拠点を構築し

インドネシアの POSKO と類似した通称日本版

POSKO が機能していたと報告された（村井,2020）。

京都市おいても地域住民主体の新たな支援の在り

方として日本版 POSKO による支援が必要になり、

この支援が今後の復旧・復興期に貢献するだろう。 

 そこで、本研究では令和 2 年 7月豪雨被災地で

設置された日本版 POSKO の支援の実態を明らかに

するとともに、京都市内の商店街を日本版 POSKO

の支援拠点とすることを提案する。 

 

2. 日本版 POSKO についての調査 

2.1 調査方法 

令和 2年 7月豪雨での日本版 POSKO の支援の実

態を明らかにするために、日本版 POSKO を提唱し

た第一人者である「被災者 NGO 協働センター」の

村井雅清氏と被災地で日本版 POSKO を運営してい

る「個庫茶屋メンバー」の運営代表者である園田

富巳子氏からヒアリング調査を行った。そして、

被災当時の日本版 POSKO による支援の実態につい

て明らかにするために令和 2 年 7月豪雨被災地で

の現地調査を行った。 

 

2.2 令和2年7月豪雨水害における日本版POSKO

の支援の概要 

村井氏のインタビュー調査から日本版 POSKO の

概要を（1）機能面（2）支援期間（3）財源の 3点

から整理する。 

(1）機能面 

設置された日本版 POSKO は 6 団体であった。活

動内容は支援物資の提供や炊き出し、主に子ども

を対象とした支援など各団体によって活動内容が

異なり、各団体の特徴を生かした活動を行った。 

（2）支援期間 

 「個庫茶屋メンバー」を含め 4団体は現在も継

続して支援を行っているが、1 団体は 2020 年 7月

末で終了し、残り 1 団体は代表の病気のため事実

上消滅した。 

（3）財源 

 公益社団法人 Civic Force と生活協同組合コー

プこうべが現金による支援を行った。使途につい

ては、人件費を含め過度に制限しなかった。 

 

2.3 個庫茶屋メンバーの支援の実態 

園田氏へのヒアリング調査と現地調査の結果か

ら、日本版 POSKO の一つである「個庫茶屋メンバ

ー」の支援の実態を（1）POSKO の設置場所・設置

時期（2）運営（3）機能の 3点から整理する。 
（1）POSKO の設置場所・設置時期 

 設置場所は園田氏の自宅にある車庫と庭で、数

多くの物資を置くことが可能な土地があった。ま

た、見通しの良い国道沿いに立地しており、被災

から 3日後には車庫に物資があることを伝えるた

めの張り紙を貼ることで周知し、近所の方に向け

て物資を分配した。 

（2）運営 

運営メンバーは 10 名ほどである。支援物資は園

田氏の知り合いから波及的に繋がり物資が自宅に

届けられ、想定よりも多くの物資が届けられたこ

とを契機に、自然発生的に地域住民に向けた物資

の支援が始まった。 

（3）機能 

 物資の支援以外の機能として、自治体の防災行

政無線が聞こえないという問題から情報共有の場

や、災害ボランティアの拠点場所、さらに、被災

から約１∼2 カ月経つと個庫茶屋メンバーに毎日

訪れる方が現れ、被災者が気軽に立ち寄ることが

できるコミュニティの場として機能していた。 
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以上の結果から、日本版 POSKO の特徴として、

各団体は、時期・機能・支援内容が異なっている

が、活動に対する資金援助もあったため、被災者

に対し迅速で円滑に支援することができ、かつ災

害後も地域住民が気軽に訪れることができるより

どころとなっていることが明らかになった。 
 

3. 政策提案 

3.1 政策提案の目的 

1 章で述べたように、京都市で大規模災害が発生

した場合、災害ボランティア不足により日本版

POSKO のような被災者同士での助け合いのシステ

ムが必要となる。しかし、日本版 POSKO を京都市

内で運用すると、各種物資の集積・配送場所の確

保、安定的な支援を行うための資金の確保の 2点

が課題となることが挙げられる。そこで私たちは、

これらの課題を解決し、人吉市の日本版 POSKO「個

庫茶屋メンバー」の事例を基に、京都市における

地域内での復旧・復興を目的とした「POS 京」を提

案する。 

 

3.2 政策提案∼POS 京∼ 

全国的に商店街が衰退していることや COVID-

19 の影響で空き店舗が増加している現状から POS

京を行うためには、商店街が適切だと考えた。ま

ず、POS 京は商店街内の地域サロンを拠点として、

商店街振興組合とサロンの責任者が主体となり、

商店街の空き店舗を活用して、日本版 POSKO で行

われた物資の提供、情報共有の場、ボランティア

の拠点に加え、相談窓口、炊き出しを行う(図 1)。

災害発生時はサロンの機能を一時的に休止し、災

害発生当日もしくは、翌日から物資支援や情報共

有、炊き出しの活動を行い、１週間頃から被災者

向けの相談窓口を設置し、被災者の生活支援を行

う。 

しかし、POS 京の運営は、商店街だけで行うこ

とは難しいため、行政と POS 京（商店街）、地域住

民・被災者の間で協力関係を作る必要がある(図

2)。平時の商店街では、POS 京の運営練習や避難

訓練などといった地域住民が主体となって行う防

災活動を行う。一方で、行政の役割は災害時に POS

京が被災者に向けた物資提供や相談窓口などの各

種支援を行う場となる空き店舗の耐震化を行う。

次に、災害時における商店街の役割は、災害発生

時の情報提供と食料物資の要請を行う。一方で、

行政の役割は、POS 京の運営資金の補助と要請内

容を踏まえた食料物資の供給である。 

以上の政策提案により、被災地域住民の生活再

建支援体制の整備と POS 京を中心とした新たな地

域住民主体の復旧・復興モデルの構築が見込まれ

る。そして、将来的には持続可能な地域づくりに

も寄与すると考える。 

 
図 1 POS 京の運営期間 

 

 
図 2 POS 京における支援システム 

 
4. まとめ 

地域内での自立的な支援を目的とした日本版

POSKO をすることで、商店街が地域における災害

支援拠点となる。 

日本型 POSKO は、決して商店街だけで創り上げ

られるものではなく、行政、地域住民が連携し創

り上げていく。 

そして日本版 POSKO の様に、今後発生する南海

トラフ地震を見据え、外部支援に依存するだけで

はなく、地域内で支援し合うことで、次なる大災

害からも助かると考える。 
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